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Ⅰ．平成２３年度 都市・地域整備局関係予算配分方針

１．配分方針

平成２３年度都市・地域整備局関係予算については、

（１）直轄事業

（２）地域高規格道路の整備

（３）地方公共団体以外を対象とした補助事業

（４）補助事業の国庫債務負担行為（過年度分）

を計上することとしている。

これらの予算については、各地域の整備状況や財政状況等を踏まえつつ、地

方公共団体等からの要望を勘案し、以下のとおり配分を行う。

なお、本日の閣議において財務大臣から公共事業・施設費について５％を一つ

のめどとして執行をいったん留保するとの方針が示されたことから、次のように

対応する。

①直轄事業：予算執行段階で原則として５％留保

②補助事業：地方公共団体以外を対象とした補助事業について原則として５％

留保して配分

２．配分概要

（１）直轄事業（国営公園）[Ｈ２３配分額 ２６，５７８百万円]

１）国営公園整備 [Ｈ２３配分額 １５，６２４百万円（倍率１．０９）]

事業効果の早期発現の観点から、早期の全園開園や追加開園が見込まれる公園に

ついて重点的に配分。

２）国営公園維持管理 [Ｈ２３配分額 １０，９５４百万円（倍率０．９９）]

業務の効率化等により新規供用部分の予算の増加を最小限に抑制しつつ、所要の

事業費を確保。

（２）地域高規格道路の整備（街路事業） [Ｈ２３配分額 ２，４６０百万円]

円滑な都市・地域活動を支え、地域経済の活性化を図るため、地方公共団体が実

施する地域高規格道路の整備に対して、所要額を配分。

・都市計画道路徳島東環状線（徳島県徳島市） 等

－1－



（３）地方公共団体以外を対象とした補助事業 [Ｈ２３配分額 ４６，９７９百万円]

１）下水道事業 [Ｈ２３配分額 ７７９百万円]

大都市地域等の新市街地において、地方公共団体の要請に基づき都市再生機

構が行う公共下水道の整備について、事業の進捗状況を踏まえた所要額を配分。

・つくばニュータウン（茨城県つくば市） 等

２）都市公園事業 [Ｈ２３配分額 ６，４３３百万円]

大都市地域等の既成市街地において、地方公共団体の要請に基づき都市再生

機構が行う防災公園の整備について、事業の進捗を踏まえた所要額を配分。

・千里丘公園（大阪府摂津市） 等
せん り おか

３）市街地整備事業 [Ｈ２３配分額 ３８，５１４百万円]

① 都市再生機構等が地方公共団体からの要請等を受けて行う都市構造の再編や都

市拠点の形成等を推進する事業やコーディネート業務について、事業の進捗を踏

まえた所要額を配分。

・物井特定（千葉県四街道市） 等

② 良好な子育て環境への配慮や地球環境問題といった政策課題に先導的に対応し

た質の高い施設建築物を整備する市街地再開発組合等に対して、事業の進捗を踏

まえた所要額を配分。

・相模大野駅西側地区（神奈川県相模原市） 等

③ 地域の関係者で組織する協議会が総合的な交通戦略に基づき実施する交通結節

点の整備に対して、所要額を配分。

・三宮駅前南地区（兵庫県神戸市）

４）土地区画整理事業 [Ｈ２３配分額 １，２５３百万円]

都市再生機構が地方公共団体からの要請等に基づき、都市基盤施設の整備改善等

を行い、良好な市街地形成に資する事業について、所要額を配分。
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（４）補助事業の国庫債務負担行為（過年度分）

過年度に設定した国庫債務負担行為の平成２３年度歳出化分及び平成２２年度第１

次補正予算において設定したゼロ国債に係る事業の着実な実施を図る。

・中川流域下水道（埼玉県）

・名塚公園（静岡県浜松市） 等

＜Ｈ２３配分額＞

○一般会計
（単位：百万円）

区　　分 下水道事業 都市公園事業 合　　計

平成２３年度 13,118 5,361 18,479

※都市公園事業には緑地環境整備事業を含む。

○社会資本整備事業特別会計（道路整備勘定）
（単位：百万円）

区　　分 土地区画整理事業

平成２３年度 134



Ⅱ．平成２３年度 都市・地域整備局関係予算配分総括表

（単位：百万円）

直　　　轄 補　　助 合　　　計 備　　考

0 13,897 13,897

26,578 11,593 38,171

0 38,514 38,514

0 201 201

緑 地 環 境 0 201 201

0 2,460 2,460

0 1,387 1,387

26,578 68,052 94,630

〔事　業　費〕

都 市 水 環 境 整 備

街 路

区　　　　分

下 水 道

国 営 公 園 等

市 街 地 整 備

合　　　　　計

土 地 区 画 整 理
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Ⅲ．都道府県別等配分額

　〔 直　轄　事　業 〕

（単位：百万円）

対前年度倍率

東 北 地 方 整 備 局 984 0.938

関 東 地 方 整 備 局 6,070 0.908

北 陸 地 方 整 備 局 1,260 1.011

中 部 地 方 整 備 局 2,544 1.021

近 畿 地 方 整 備 局 4,839 1.532

中 国 地 方 整 備 局 884 0.850

四 国 地 方 整 備 局 974 1.020

九 州 地 方 整 備 局 3,142 1.100

小　　　　計 20,697 1.062

北 海 道 開 発 局 838 0.674

沖 縄 総 合 事 務 局 5,043 1.065

小　　　　計 5,881 0.983

配　　分　　計 26,578 1.044

区 分 国営公園事業
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（単位：百万円）

配 分 額 備 考

473 1.017
2,996 2.554

352 0.970
953 1.254

1,580 1.992
363 1.206

1,531 1.052
471 0.844
265 0.612
501 1.000
770 1.000
345 0.831
849 1.103
676 0.868

0 皆減

小　　　　　計 12,125 1.115

39 0.098
3,460 1.110

　国 営 公 園 整 備 費 合 計 15,624 1.086

816 0.947
209 0.986
228 1.018
902 1.018

1,007 0.995
675 1.001

1,013 0.977
513 1.045
619 1.020
473 1.042
490 1.029
656 1.006
438 0.993
378 0.926
155 0.886

小　　　　　計 8,572 0.995

799 0.944
1,583 0.977

　国 営 公 園 維 持 管 理 費 合 計 10,954 0.989

国  営  公  園　　　総     計 26,578 1.044

国 営 常 陸 海 浜 公 園
国 営 木 曽 三 川 公 園

国 営 越 後 丘 陵 公 園
国 営 ア ル プ ス あ づ み の 公 園

国 営 沖 縄 記 念 公 園

国 営 吉 野 ヶ 里 歴 史 公 園
国 営 明 石 海 峡 公 園
国 営 東 京 臨 海 広 域 防 災 公 園

滝 野 す ず ら ん 丘 陵 公 園

国　営　公　園　箇　所　別　表

（ 国  営  公  園  維　持　管　理　費 ）

国 営 越 後 丘 陵 公 園
国 営 ア ル プ ス あ づ み の 公 園

区 分

（ 国  営  公  園  整　備　費 ）

国 営 み ち の く 杜 の 湖 畔 公 園
国 営 備 北 丘 陵 公 園
国 営 讃 岐 ま ん の う 公 園

対前年度
倍　　率

国 営 沖 縄 記 念 公 園

国 営 武 蔵 丘 陵 森 林 公 園
国 営 飛 鳥 ・ 平 城 宮 跡 歴 史 公 園
淀 川 河 川 公 園
海 の 中 道 海 浜 公 園
国 営 昭 和 記 念 公 園
国 営 常 陸 海 浜 公 園
国 営 木 曽 三 川 公 園

国 営 み ち の く 杜 の 湖 畔 公 園
国 営 備 北 丘 陵 公 園

国 営 飛 鳥 ・ 平 城 宮 跡 歴 史 公 園
国 営 武 蔵 丘 陵 森 林 公 園

国 営 東 京 臨 海 広 域 防 災 公 園

滝 野 す ず ら ん 丘 陵 公 園

国 営 讃 岐 ま ん の う 公 園

国 営 明 石 海 峡 公 園

淀 川 河 川 公 園
海 の 中 道 海 浜 公 園

国 営 吉 野 ヶ 里 歴 史 公 園

国 営 昭 和 記 念 公 園
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〔補助事業〕 (単位：百万円)

対前年度倍率 対前年度倍率 対前年度倍率

北 海 道 0 0.000 0 0.000 0 --

青 森 県 0 0.000 0 0.000 0 --

岩 手 県 0 0.000 0 0.000 0 --

宮 城 県 0 0.000 0 0.000 0 --

秋 田 県 0 0.000 0 0.000 0 --

山 形 県 0 0.000 0 0.000 0 --

福 島 県 329 0.117 0 0.000 0 --

茨 城 県 0 -- 0 0.000 0 --

栃 木 県 0 -- 0 -- 333 --

群 馬 県 0 0.000 0 -- 0 --

埼 玉 県 5,294 0.295 0 -- 9,909 2.332

千 葉 県 0 0.000 225 0.765 0 --

東 京 都 316 0.049 156 0.121 9,426 0.475

神 奈 川 県 864 0.214 2,499 0.445 12,195 13.580

山 梨 県 0 -- 0 -- 0 --

長 野 県 0 0.000 0 -- 0 --

新 潟 県 0 0.000 0 0.000 0 --

富 山 県 0 0.000 0 0.000 0 --

石 川 県 0 0.000 0 0.000 350 --

岐 阜 県 0 -- 0 -- 0 --

静 岡 県 0 0.000 204 0.482 0 --

愛 知 県 4,766 0.272 411 0.537 0 --

三 重 県 0 -- 0 -- 0 --

福 井 県 0 0.000 255 1.024 0 --

滋 賀 県 967 0.676 0 -- 0 --

京 都 府 389 0.153 0 -- 0 --

大 阪 府 0 -- 480 0.925 2,934 --

兵 庫 県 0 0.000 0 0.000 1,327 11.637

奈 良 県 51 0.078 153 1.000 0 --

和 歌 山 県 142 0.177 0 -- 0 --

鳥 取 県 0 -- 0 -- 0 --

島 根 県 0 0.000 0 -- 0 --

岡 山 県 0 -- 0 -- 0 --

広 島 県 0 -- 0 -- 0 --

山 口 県 0 -- 438 0.649 0 --

徳 島 県 0 -- 0 -- 0 --

香 川 県 0 -- 0 -- 0 --

愛 媛 県 0 -- 0 -- 0 --

高 知 県 0 0.000 0 -- 0 --

福 岡 県 0 0.000 540 0.887 0 0.000

佐 賀 県 0 0.000 0 -- 0 --

長 崎 県 0 0.000 0 -- 0 --

熊 本 県 0 -- 0 -- 0 --

大 分 県 0 -- 0 -- 0 --

宮 崎 県 0 -- 0 -- 0 --

鹿 児 島 県 0 -- 0 -- 0 --

沖 縄 県 0 0.000 0 -- 0 0.000

小　　計 13,118 0.165 5,361 0.366 36,474 1.233

都 市 再 生 機 構 779 0.466 6,433 0.834 1,850 0.752

民 都 機 構 0 － 0 － 190 0.950

合　　計 13,897 0.171 11,794 0.527 38,514 1.195

注：都市公園事業には、緑地環境整備総合支援事業を含む。

区　　分 都市公園事業 市街地整備事業下水道事業
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〔補助事業〕 (単位：百万円)

対前年度倍率 対前年度倍率 対前年度倍率

北 海 道 0 0.000 0 -- 0 0.000

青 森 県 0 0.000 0 -- 0 0.000

岩 手 県 0 -- 0 -- 0 0.000

宮 城 県 0 0.000 0 -- 0 0.000

秋 田 県 0 -- 0 -- 0 0.000

山 形 県 0 -- 0 -- 0 0.000

福 島 県 0 0.000 0 -- 329 0.086

茨 城 県 0 -- 0 -- 0 0.000

栃 木 県 0 0.000 0 -- 333 7.568

群 馬 県 0 0.000 0 -- 0 0.000

埼 玉 県 0 -- 0 -- 15,203 0.684

千 葉 県 80 1.000 0 -- 305 0.324

東 京 都 0 -- 0 0.000 9,898 0.358

神 奈 川 県 0 -- 0 -- 15,558 1.474

山 梨 県 0 -- 0 -- 0 --

長 野 県 0 -- 0 -- 0 0.000

新 潟 県 0 -- 0 -- 0 0.000

富 山 県 0 -- 0 -- 0 0.000

石 川 県 0 0.000 0 -- 350 0.137

岐 阜 県 0 -- 0 -- 0 --

静 岡 県 0 0.000 0 0.000 204 0.067

愛 知 県 0 0.000 0 -- 5,177 0.281

三 重 県 0 -- 0 -- 0 --

福 井 県 0 -- 0 0.000 255 0.188

滋 賀 県 0 -- 0 -- 967 0.676

京 都 府 0 -- 0 -- 389 0.153

大 阪 府 0 -- 0 -- 3,414 6.578

兵 庫 県 0 0.000 0 -- 1,327 0.558

奈 良 県 0 -- 0 -- 204 0.252

和 歌 山 県 0 -- 0 -- 142 0.177

鳥 取 県 0 -- 0 -- 0 --

島 根 県 0 -- 0 -- 0 0.000

岡 山 県 0 -- 0 -- 0 --

広 島 県 0 -- 0 -- 0 --

山 口 県 0 -- 0 -- 438 0.649

徳 島 県 1,250 1.786 0 － 1,250 1.786

香 川 県 0 -- 0 -- 0 --

愛 媛 県 0 -- 0 -- 0 --

高 知 県 0 -- 0 -- 0 0.000

福 岡 県 630 0.900 0 -- 1,170 0.312

佐 賀 県 0 -- 0 -- 0 0.000

長 崎 県 0 -- 0 -- 0 0.000

熊 本 県 0 -- 0 -- 0 --

大 分 県 500 1.667 0 -- 500 1.667

宮 崎 県 0 -- 0 -- 0 --

鹿 児 島 県 0 -- 134 0.635 134 0.635

沖 縄 県 0 0.000 0 -- 0 0.000

小　　計 2,460 0.273 134 0.346 57,546 0.432

都 市 機 構 0 -- 1,253 0.770 10,315 0.766

民 都 機 構 0 － 0 － 190 0.950

合　　計 2,460 0.273 1,387 0.688 68,052 0.463

土地区画整理事業 合計区　　分 街路事業
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Ⅳ．配分箇所の具体事例

都道府県名 箇所名 配分額 事業概要

百万円

１．直轄事業

＜国営公園事業＞

奈良県（奈良市、明日香
村）

国営飛鳥・平城宮跡
歴史公園

3,205 　飛鳥区域においてキトラ古墳
周辺地区の園地整備等を行うと
ともに、供用区域の適正な維持
管理を行う。また、平城宮跡区
域において、基盤整備等を行
う。
・国営公園面積　181.7ha

２．地域高規格道路

＜街路事業＞

徳島県（徳島市） 都市計画道路徳島東
環状線

1,250 　徳島環状道路の一部をなす本
路線の整備により、徳島市中心
部の渋滞緩和や防災性の向上を
図る。
・L=約1.8㎞　W=36m

３．地方公共団体以外を対
　象とした補助事業

＜下水道事業＞

茨城県（つくば市） つくばニュータウン 447 　鉄道横断部の雨水管渠整備な
ど、地区内の造成工事に合わせ
た雨水、汚水管渠の整備を行
う。
・雨水管　φ250mm～□2000mm
　　　　　L=3112m
・汚水管　φ75mm～φ250mm
　　　　　L=3714m

＜都市公園事業＞

大阪府（摂津市） 千里丘公園 176 　ＪＲ吹田操車場跡地の土地利
用転換にあわせて、用地買収及
び公園施設の整備を行い、震災
時の避難地を確保するととも
に、防災機能の向上を図る。
・計画面積　1.1ha
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Ⅳ．配分箇所の具体事例

都道府県名 箇所名 配分額 事業概要

百万円

＜市街地整備事業＞

神奈川県（相模原市） 相模大野駅西側地区 8,895 　大型専門店で構成される商業
施設を中心に、医療施設、住
宅、駐車場、駐輪場を整備する
ことにより、市の南の玄関口と
して相応しい広域的機能を持っ
た回遊性のある魅力あるまちを
創出する。
・地区面積　3.1ha

千葉県（四街道市） 物井特定 34 　道路等の都市基盤が未整備で
無秩序な市街化の恐れのある当
該地区において、公共施設の整
備改善を図り良好な居住環境を
有する市街地の形成を図る。
・地区面積 95.7ha

兵庫県（神戸市） 三宮駅前南地区 197 　阪神三宮駅を横断する地下自
由通路を整備することにより、
周辺の地下通路との歩行者ネッ
トワークを形成し、三宮駅周辺
の回遊性の向上と快適な歩行空
間の充実を図る。
・L=約50m  W=約6m

４．国庫債務負担行為（過
　年度分）

＜下水道事業＞

埼玉県 中川流域下水道 3,795 　さいたま市等１０市５町にお
ける生活環境の改善と公共用水
域の水質保全を図るため、中川
水循環センターにおいて、窒
素・りんの除去を目的とした高
度処理施設の整備、老朽化した
中央監視設備の改築を行う。
・水処理施設築造
・中央監視設備改築

＜都市公園事業＞

静岡県（浜松市） 名塚公園 204 　浜松市の中心市街地におい
て、災害時の一次避難地となる
防災公園を整備することによ
り、防災機能の向上を図る。
・計画面積　3.7ha
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Ⅰ 平成２３年度地域再生基盤強化交付金（汚水処理施設整備交付金）予算配分方針

１．事業概要

地域再生法に基づき、地域における生活環境の改善のため、特に、汚水処理施設の普

及促進を図ることを目的として、公共下水道と他の汚水処理施設（農業集落排水施設、

漁業集落排水施設又は浄化槽）を一体的に整備する市町村に対し、事業間での融通や年

度間での事業量の変更が可能な「汚水処理施設整備交付金」を交付し、地域の自主性・

裁量性に基づく効率的な整備を推進するものである。

２．配分方針

地域再生計画に位置付けられた公共下水道の整備に関する事業について、以下の観点

から内容が妥当と判断されるものについて、市町村の平成２３年度要望に基づき配分す

る。

・下水道法に基づく事業計画等との整合性

・都市計画法など他法令に基づく必要な手続きの整理

・他の交付金を充当して実施する事業との整合性

・地域再生計画の目標達成への貢献

３．配分額等

事業費 ２３９億円

国 費 １２０億円

－1－



Ⅱ．都道府県別配分額

地域再生基盤強化交付金（公共下水道）

北 海 道 0 － 0 － 0
青 森 1,184 1.17 610 1.19 6
岩 手 643 0.30 322 0.30 2
宮 城 0 － 0 － 0
秋 田 139 － 73 － 1
山 形 100 0.09 50 0.09 1
福 島 661 1.06 331 1.06 4
茨 城 588 0.37 294 0.36 4
栃 木 743 0.54 372 0.54 7
群 馬 335 0.28 168 0.28 6
埼 玉 23 0.17 12 0.18 1
千 葉 0 － 0 － 0
東 京 701 1.14 351 1.14 1
神 奈 川 0 － 0 － 0
山 梨 1,109 0.81 555 0.79 8
長 野 667 0.40 334 0.41 3
新 潟 0 － 0 － 0
富 山 0 － 0 － 0
石 川 0 － 0 － 0
岐 阜 110 0.85 55 0.85 1
静 岡 0 － 0 － 0
愛 知 1,157 0.62 579 0.62 5
三 重 1,720 0.30 860 0.30 5
福 井 180 1.00 90 1.00 1
滋 賀 0 － 0 － 0
京 都 1,002 0.60 477 0.57 3
大 阪 0 － 0 － 0
兵 庫 250 1.82 125 1.82 1
奈 良 0 － 0 － 0
和 歌 山 0 － 0 － 0
鳥 取 0 － 0 － 0
島 根 1,969 1.02 1,008 1.05 2
岡 山 4,175 0.84 2,091 0.85 11
広 島 1,865 1.08 910 0.96 4
山 口 52 0.31 26 0.31 1
徳 島 200 1.00 100 1.00 1
香 川 0 － 0 － 0
愛 媛 453 0.49 227 0.48 3
高 知 0 － 0 － 0
福 岡 266 0.49 133 0.49 1
佐 賀 2,464 1.25 1,259 1.27 5
長 崎 0 － 0 － 0
熊 本 0 － 0 － 0
大 分 184 1.08 92 1.08 2
宮 崎 319 0.43 165 0.43 2
鹿 児 島 623 0.86 343 0.91 1
沖 縄 0 － 0 － 0

計 23,883 0.58 12,006 0.58 93

注） 各県別の計数は四捨五入を行っており、合計と合致しないことがある。

      対前年度倍率は、平成２２年度最終配分額との倍率である。

（単位：百万円）

区分 事業費 対前年度倍率 国費 対前年度倍率 計画数
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Ⅲ．配分の具体事例

地域再生計画名 計画の概要 事業主体 今回配分額 備考

美馬市は徳島県の北部中央に位置し、 百万円

四国のまほろば 市の中央部を吉野川等の多くの河川が流 徳島県 (200)

美馬市再生計画 れ、清らかな水と豊かな緑を有する自然 美馬市 100

に恵まれた地域である。観光資源の保全

・活用等に取り組んでいるが、過疎化や

少子高齢化が進んでおり、観光客の誘

致、地域の魅力再発見、地域の活性化と

いった課題がある。

そこで、汚水処理施設整備交付金を活

用した下水道と浄化槽の一体的な整備等

により、汚水処理人口を増加させ、清流

の保全、生活環境の保全等を図るもので

ある。

（平成２３年度事業内容）

管きょ整備 Ｌ＝１０ｋｍ 等

※注１．配分額には農業集落排水事業、漁業集落排水事業及び浄化槽事業を含まない。

２．今回配分額は、上段（ ）が事業費、下段が国費である。
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